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令和７年度 事業報告について 

 

 
Ⅰ 総会等の開催について 

 
 社員総会においては決議の省略により、また理事会はオンラインミーティングにより開催され、 

いずれも各議案について承認された。 

 

１. 社員総会（令和７年５月３０日（金） 決議の省略） 

［報告事項］令和６年度 事業報告に関する件 

   ［提案事項］第１号提案 令和６年度 決算（案）（監事の監査報告）に関する件 

第２号提案 令和７年度 事業計画（案）に関する件 

第３号提案 令和７年度 予算（案）に関する件 

第４号提案 役員選任（案）に関する件 

 

２.理事会 

第４１回理事会（令和７年５月１４日（水） Zoom ミーティング） 

［審議事項］第１号議案 会員の入退会（R7.3～R7.4）（案）について 

第２号議案 令和６年度 事業報告（案）及び決算報告（案）について 

（監事による監査報告） 

 

  第４２回理事会（令和７年１０月３１日（金） Zoom ミーティング） 

   ［報告事項］令和７年度４月期～９月期 事業経過報告及び収支状況について 

［審議事項］第１号議案 会員の入退会（R7.5～R7.9）（案）について 

第２号議案 令和８年度 事業方針（案）について 

 

  第４３回理事会（令和８年３月２６日（木） Zoom ミーティング） 

   ［報告事項］令和７年度 事業報告（R7.4～R8.2）及び収支報告（R7.4～R8.2）について 

   ［審議事項］第１号議案 会員の入退会（R7.10～R8.2）（案）について 

第２号議案 令和８年度 事業計画（案）について 

第３号議案 令和８年度 予算（案）について 

第４号議案 令和８年度 社員総会（案）について 

 

 ３．運営委員会 
第５３回運営委員会（令和７年９月２２日（月） 対面及び Zoom ミーティング） 

［審議事項］１）本年度事業内容及び会員数について 

      ２）今後の事業について  

      ３）その他 

＜主要意見＞ 
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・事業全般について、「収益性と意義」を考慮のうえ取捨選択・集約し、文科省の予算などと 

関連付けて事業展開していくことも良いのではないか。 

・会員数について、具体的数値目標を持って活動することや会員から紹介・PR をしてもらう、 

また新しい企業（DX、防災、エネルギー）を対象に入会金や会費など経費面でのハードルを 

下げると良いのではないか。 

・季刊文教施設は学校建築分野で唯一の専門誌として内容が充実しており、発行部数や販売

拡大の取組みが必要である。研究者の文献調査にも有用なため、研究者の協力を得て電子

化を進め、学校名・竣工年月・工期・キーワードなどの基礎情報をテキスト化することも

有効と思う。 

・協会事業の効率化には人材が重要であり、雇用形態の見直しや必要人材の確保を検討して

はどうか。また、会員の協力支援もお願いできないか。 

 
４．文教施設情報交流会 

第１回文教施設情報交流会（令和７年９月２６日（金）） 

  参加者： 設計事務所会員（教育施設研究所、佐藤総合計画、綜企画設計、豊建築事務所） 

議 題： １）各社の学校建築作品についての自由な意見交換 

     ２）最近の学校建築設計業務等についての情報交換 

     ３）文教施設協会に望むこと 

     ４）これからの学校建築の方向性について 

  ＜主要意見＞（議題３について） 

・文教施設セミナーについて、自治体へ広く周知を行い、多くの自治体担当者に参加しても 

らうことが重要である。 

・文教施設セミナーの参加者増、季刊文教施設の購読者増など、内容の良いコンテンツを広 

く発信していくことが大切である。 

・文教施設見学会について、参加者の満足度が高く、私学の施設見学では、有料としている 

ところもあり、協会も有料にしてみてはどうか。 

 

  第２回文教施設情報交流会（令和８年２月１７日（火）） 

    参加者： 設計事務所会員（久米設計、昭和設計、東畑建築事務所） 

議 題： １）各社の学校建築作品についての自由な意見交換 

     ２）最近の学校建築設計業務等についての情報交換 

     ３）文教施設協会に望むこと 

     ４）これからの学校建築の方向性について 

＜主要意見＞（議題３について） 

 ・文教施設セミナーにおけるブレイクタイムでは、参加者同士の一層の交流のため、アイス 

ブレイクができるように異業種混在の小グループを作るなど、工夫してみてはどうか。 

・文教施設セミナーでは、１つの学校事例について、設計者・メーカーも共に登壇し、チー 

ムで講演する形も興味深いだろう。 

 
Ⅱ 各事業の経過について 
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１．文教施設セミナー２０２５ 

内 容：文部科学省が進める「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方」を踏まえ、 

教育環境の向上と老朽化対策、防災機能強化、脱炭素化を進める際に参考となる情報 

を提供する。 

    テーマ：学校建築の“ いま ” 

対 象：地方公共団体、建築設計事務所、国立大学法人等及び学校法人、学校施設整備 

関係者 

構 成： 1．基調講演 学識経験者 1名（60 分） 

2．最新の学校施設整備に関する施策 文部科学省（20分） 

3．学校施設事例の紹介（60 分） 

4．会員企業による具体的な技術及び製品紹介（30分） 

 

【第１回】 

開催日：令和７年６月２７日（金） 

会 場：株式会社内田洋行 新川本社ユビキタス協創広場 CABVAS 

プログラム： 

【基調講演】 

「学校教育と学びの環境に関しての現在の問い」 

東京学芸大学  

教育インキュベーションセンター長、教授 金子 嘉宏 氏 

【最新の学校施設整備に関する施策】 

文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部 施設企画課 

【設計者による事例紹介】 

「安平町立早来学園（北海道）」 株式会社アトリエブンク 

       【会員企業による具体的な技術及び製品紹介】 

        （１）「学校の ZEB 化に有効な『エコガラス』と台風や地震などの災害による被害を 

防ぐ『防災防犯ガラス』のご紹介」   

一般社団法人板硝子協会 

        （２）「テクセル床工法の特長と避難所となる学校体育館等への設置効果について」 

            株式会社新井組 

参加者数：５８名（自治体 11名、一般 42 名、講師 5名） 

  

【第２回】 

開催日：令和７年９月２５日（木） 

会 場：コトブキシーティング株式会社 本社ショールーム 

プログラム： 

       【基調講演】 

「学校建築をどう作るか？-たくさんの学校をボトムアップで変えるための発想」 

東京電機大学 システムデザイン工学部デザイン工学科 教授 伊藤 俊介 氏 
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【最新の学校施設整備に関する施策】 

        文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部 施設企画課 

【設計者による事例紹介】 

「川崎市立新小倉小学校（神奈川県）」「横浜市立万騎が原小学校（神奈川県）」 

 株式会社梓設計 

【会員企業による具体的な技術及び製品紹介】 

（１）「避難所を想定した学校体育館の効率的環境確保について」 

  三洋工業株式会社 

（２）「今後の学校施設の在り方と防水工法による長寿命化対策」 

  アトミクス株式会社 

（３）「避難所となる学校施設天井の耐震対策について」 

パナソニック ハウジングソリューションズ株式会社 

   参加者数：８１名（自治体 7名、一般 66名、講師 8名） 

 

【第３回】 

開催日：令和８年２月２０日（金） 

会 場：株式会社昭和設計 本社セミナー室 

プログラム： 

       【基調講演】 

「個別最適な学び・働き方を叶える環境づくり—これからの学校施設を考える—」 

千葉工業大学 創造工学部デザイン科学科 教授 倉斗 綾子 氏 

【最新の学校施設整備に関する施策】 

        文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部 施設企画課 

【設計者による事例紹介】 

「守口市立さくら小学校（大阪府）」「守口市立守口小学校（大阪府）」 

 株式会社昭和設計 

【会員企業による具体的な技術及び製品紹介】 

（１）「省エネと快適性を両立する学校環境 ～外付けブラインドによる次世代学 

習空間の実現」 

株式會社豊和 

（２）「避難所となる学校体育館の空調設備について」 

パナソニック産機システムズ株式会社 

（３）「学校体育館の多機能化を実現する大型電動間仕切『SIKIRUTO』」 

コトブキシーティング株式会社 

    参加者数：６７名（自治体 6名、一般 54名、講師 7名） 

 

 

２．既存学校建物の耐力度測定方法《平成 30 年度改訂版》実務講習会 （オンライン） 

趣 旨：耐力度測定方法の内容について学校施設整備関係者に周知・普及を図るため講 

習会を開催する。 
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具体的には、講師の講演は事前に動画収録をし、「Google ドライブ」にて受講 

者に配信する。 

    開催方法：「Google ドライブ」（クラウドストレージ）を使用する。 

協会が事前に収録した講師動画を、「Google ドライブ」上に保存し、その講師動 

画を受講者に公開する。受講者への公開期間は１２日間とし、講師動画はダウンロ 

ードやコピーを禁止とする。 

開催時期：令和７年１１月１７日（月）～１１月２８日（金） 

受講対象者：地方公共団体、建築設計事務所、国立大学法人等及び学校法人、学校施設 

整備関係者 

共 催：一般社団法人 日本建築学会、一般社団法人 文教施設協会（運営責任者） 

テキスト：『既存鉄筋コンクリート造・鉄骨造・木造・補強コンクリートブロック造学校 

建物の耐力度測定方法 <第二次改訂版>』 【出版】第一法規株式会社 

修了証書：動画公開期間終了後、視聴完了の確認のうえ受講者へ郵送した。 

受講者数：４６名（地方自治体３名、設計事務所４３名） 

  

３．会員企業との共同セミナー 

趣 旨：会員企業が主催する学校施設づくりに関するセミナーに対し、協会が運営を 

サポートする。具体的には、学識経験者等のセミナー講師の手配、協会の調査研 

究報告書の提供、セミナー参加者募集案内の支援等。 

 

共同セミナー① 

主催会員：三菱電機株式会社 中津川製作所 

テーマ：快適な教育・施設環境の実現と脱炭素化に貢献する換気機器・空調のご提案 

開催日：令和７年７月２３日（水） 

開催形式：Zoom ウェビナー 

基調講演：「快適な教育環境の実現と脱酸素に講演する学校施設整備について」 

慶応義塾大学 名誉教授、一般社団法人住宅・建築 SDGs 推進センター  

理事長 伊香賀 俊治 氏 

対 象：教育委員会・建築設計事務所・国立大学法人等及び学校法人・その他 

参加者数：１８０名 

 

共同セミナー② 

主催会員：DAIKEN 株式会社 

     テーマ：School Architecture Seminar From DAIKEN 

     開催日：令和７年１１月１９日（水） 

         会 場：DAIKEN 株式会社 秋葉原テクニカルスベース 

     基調講演：「私が考える学校づくりの流儀」 

株式会社佐藤総合計画 取締役設計本部長 谷口 直英 氏 

     対 象：教育委員会・建築設計事務所・国立大学法人等及び学校法人・その他 

     参加者数：５３名 
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共同セミナー③ 

主催会員：コトブキシーティング株式会社  

 テーマ：「学びの場」の未来を描く －学校施設の新しいかたち－ 

 開催日：令和７年１１月２８日（金） 

 会 場：コトブキシーティング株式会社 本社ショールーム 

 基調講演：「これからの学校建築を考える -日本、北欧、ウィーン、ミュンヘンの先進的 

ユニット型学校を横断して-」 

東京理科大学 創域理工学部 建築学科 教授 垣野 義典 氏 

     対 象：教育委員会・建築設計事務所・国立大学法人等及び学校法人・その他 

     参加者数：７２名 

 

共同セミナー④ 

主催会員：マグ・イゾベール株式会社 

 テーマ：未来の学び空間を創る：学校施設の環境整備について 

 開催日：令和８年２月２５日（水） 

 開催形式：オンライン Zoom 配信 

 基調講演：「学校計画者からのメッセージ -空調・断熱性の本質を考えた子ども達のた 

めの空間づくり-」 

株式会社佐藤総合計画 取締役 設計本部長 谷口 直英 氏 

     対 象：教育委員会・建築設計事務所・国立大学法人等及び学校法人・その他 

     参加者数：１９３名 

 

共同セミナー⑤ 

主催会員：田島ルーフィング株式会社 

 テーマ：子どもが主役となる学校とは？ 

 開催日：令和８年３月６日（金）、３月９日（月） 

 開催形式：WEB ライブ配信、WEB ビデオ配信 

 基調講演：「子どもが主役となる学校とは～心地よく過ごせる場所をつくるために～」 

株式会社久米設計 設計本部 第３建築設計室 部長 三浦 淑美 氏 

     対 象：教育委員会・建築設計事務所・国立大学法人等及び学校法人・その他 

     参加者数：WEB ライブ配信６５０名、WEB ビデオ配信４４０名 

 

 

４．自治体主催研修会の企画支援 

    趣 旨：自治体が主催する研修会等に対し、自治体の意向を伺いながら、学識経験者や 

他の自治体の基調講演講師の手配、会員による最新技術情報や事例の紹介等の 

企画支援をする。 

 

     研修会① 

      主催自治体：栃木県 

      研修会名：令和７年度栃木県公立学校施設整備期成会研修会 
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      テーマ：長寿命化改修 

      開催日：令和７年１０月２８日（火） 

会 場：栃木県庁本館４階 講堂（宇都宮市塙田 1-1-20） 

基調講演：「菅生小学校の長寿命化改修などの紹介」 

株式会社豊建築事務所 設計部 建築計画担当部長 奥澤 信之 氏 

      技術講演：「学校施設にエレベーターを設置する際の課題を解決～小規模建物用小型 

エレベーターという選択肢～」 

 三菱日立ホームエレベーター株式会社 

  参加者数：４７名 

 

研修会② 

  主催自治体：佐賀県 

  研修会名：令和７年度第２回佐賀県公立学校施設整備期成会講習会 

  テーマ：社会環境の変化を見据えた学校施設整備のあり方 

  開催日：令和８年１月２８日（水） 

会 場：グランデはがくれ３階 有明の間（佐賀県佐賀市天神 2-1-36） 

基調講演：「学校体育館の空調整備・断熱性について」 

株式会社教育施設研究所 企画本部 顧問 新保 幸一 氏 

  技術講演：「学校体育館の断熱性について」 

       マグ・イゾベール株式会社 

  参加者数：３５名 

 

５．調査研究事業（会員企業との調査研究） 

    趣 旨： 学校施設整備に関するテーマについて会員企業と共に、学識経験者、設計者の 

協力を得て調査研究を実施する。 

   テーマ：避難所となる学校体育館の空調整備・断熱性等について（令和８年３月） 

    内 容：文部科学省「空調設備整備臨時特例交付金」の補助条件を踏まえ、避難所となる 

既存学校体育館の各部位に関し、イニシャルコストとランニングコストのトータ 

ルコストを踏まえ、経済性に配慮した効果的な空調及び断熱・遮熱対策に役立つ 

メーカー会員（協賛）の製品を報告書としてとりまとめる。 

    期 間：令和７年１０月～令和８年３月 

    協賛会員：アトミクス株式会社、株式会社新井組、アルアピア株式会社、一般社団法人板硝 

子協会、エスケー化研株式会社、コトブキシーティング株式会社、株式会社サンゲ 

ツ、三洋工業株式会社、住友理工株式会社、DAIKEN 株式会社、田島ルーフィング株 

式会社、株式会社 CHAIN WAITER、東リ株式会社、株式会社ニチベイ、株式会社日進 

産業、パナソニック株式会社、文化シヤッター株式会社、株式會社豊和、マグ・イ 

ゾベール株式会社、三菱電機株式会社 中津川製作所、三菱日立ホームエレベーター 

株式会社、株式会社 LIXIL、リンテック株式会社 

計２３社 

    成 果：報告書を会員及び人口 2万人以上の教育委員会へ令和 8年 5 月送付予定。 
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６．学校施設優良部品等推奨事業 

   趣 旨：優良な学校施設部品等の利用の促進を図り、学校施設及び環境の向上に寄与す 

ることを目的とする。 

推奨品紹介パンフレット：令和７年度版を作成し、人口２万人以上の教育委員会へ５月に 

送付した。 

 

    審査委員会：令和８年３月３日（火） 

    新規案件 

三菱日立ホームエレベーター株式会社  １品目 

文化シヤッター株式会社        １品目 

アトミクス株式会社          ２品目 

 

更新案件 

田島ルーフィング株式会社       １品目 

株式會社豊和             １品目 

文化シヤッター株式会社        １品目  

  

７．季刊 文教施設 

  発行： ＮＯ．９８号 2025 年春号  令和７年４月３０日発行 

      ＮＯ．９９号 2025 年夏号  令和７年７月３１日発行 

ＮＯ．１００号 2025 年秋号 令和７年１０月３１日発行 

      ＮＯ．１０１号 2026 年新春号 令和８年１月３１日発行 

 

８．会員技術ＰＲ（年間広告）事業 

   人口２万人以上の教育委員会へ、協賛会員の製品・事例ＰＲ資料を５月に送付した。 

 

協賛会員：一般社団法人板硝子協会、コトブキシーティング株式会社、株式会社サンゲツ、 

株式会社綜企画設計、田島ルーフィング株式会社、帝国器材株式会社、 

パナソニック株式会社、 

   協賛特典：「季刊文教施設」９８号、１００号、１０１号へ広告掲載した。 

 

９．文教施設見学会 

   目的、内容：施設整備に取り組む教育委員会、施設営繕部局の担当者及び会員を対象とした 

最新の文教施設の見学。 

 

見学会① 

見学校：習志野市立谷津小学校 

開催日：令和７年７月２５日（金） 

      参加者数：４４名（自治体５名、会員３２名、学識経験者７名） 



 

9 

 

 

見学会② 

見学校：江東区立第二大島中学校 

開催日：令和７年１１月１０日（月） 

      参加者数：４４名（自治体５名、会員３５名、学識経験者４名） 

 

見学会③ 

見学校：豊島区立池袋第一小学校 

開催日：令和８年１月１６日（金） 

      参加者数：４２名（自治体５名、会員３４名、学識経験者３名） 

 

１０．会員企業のオンラインＣＭ（協賛費無料） 

会員の最新技術・製品についての紹介動画（３分程度）を募集・作成し、協会公式 YouTube

チャンネルへ年間を通じ公開。 

    

    協賛会員：株式会社アイホー、アルアピア株式会社、株式会社イケダコーポレーション、 

一般社団法人板硝子協会、株式会社オーテック、コトブキシーティング株式会社、 

コマニー株式会社、三和シヤッター工業、四国化成工業株式会社、 

田島ルーフィング株式会社、日新工業株式会社、マグ・イゾベール株式会社、 

株式会社ＬＩＸＩＬ（全１３社） 

 

１１．協会職員による講演 

   趣 旨：会員企業の社内研修会において、学校施設整備における文部科学省の施策や取り組み 

について解説し、会員企業と施設整備との関係等について講演。 

 

     講 演 

      会員名：アルアピア株式会社 

      開催日：令和７年５月１６日（金） 

      内 容：学校施設整備に関する動向 

  

１２．学校施設整備の基本構想・計画等受託 

  趣 旨：自治体等からの学校施設整備に関する委託に対し、学識経験者や設計事務所会員の 

助力を得て調査研究等を実施する。 

   

    受 託 

     発注者：武蔵野市 

     件 名：第二期武蔵野市学校施設整備基本計画策定支援業務委託 

     契約期間：令和７年６月２日から令和８年３月３１日 

 

１３．優良学校施設表彰事業 
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趣 旨：学校教育環境の質的向上に資することを目的に、全国で整備された学校施設につ 

いて公募、選考を行い優れた施設を表彰する。 

 

   募集要件： 

（１）募集対象（申請者） 

① 設置者（管理機関） 

② 設計者 ※当該校の設置者と緊密な連携を図ること。 

（２）対象施設（建物） 

① 学校教育法 第一条に定める学校とし、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、 

高等学校、中等教育学校、特別支援学校を対象とする。（大学及び高等専門学校を除く） 

② 申請施設の竣工年月日は、令和３年（2021年）4月1日～令和６年（2024年）7月31日 

※応募申請日開始日（令和 7年 8月 1日）より前 1年供用している事。 

     （３）スケジュール 

① 応募申請 令和７年８月１日～９月３０日 

② 選 考 令和７年１０月 ～１１月 

③ 表 彰 令和８年 １月 

（４）選考委員 

委員長：長 澤  悟 氏（東洋大学名誉教授）  

委 員 ：伊香賀 俊治 氏（慶應義塾大学 名誉教授）  

斎尾  直子 氏（東京科学大学 環境・社会理工学院建築学系 教授）  

高際 伊都子 氏（渋谷教育学園 渋谷中学高等学校 校長） 

委員長：柳 澤  要 氏（千葉大学大学院工学研究院 建築学コース 教授） 

オブザーバー：増川 敬祐 氏（一般社団法人文教施設協会 専務理事） 

※選考委員の制限 

選考委員または委員の所属する組織が計画・設計・運営などに関与している施設 

の選考には、当該委員は選考に参加することはできない。  

（５）表 彰 

入賞作品には設置者及び設計者それぞれに対し表彰状を授与する。 

① 文教施設協会会⾧賞（最優秀賞） 1～２点 

② 文教施設協会賞（優秀賞） ２～３点 

③ 部門賞 数点 

（多様な学びを実現する施設） 

（地域の特性を活かした施設） 

（豊かな環境を実現する施設） 

（インクルーシブな教育環境を実現する施設） 

（リニューアル施設） 

（特色ある施設）        

 なお、受賞施設の伝達式は、令和８年新年賀詞交歓会にて実施する。 

 

    表彰伝達式：令和８年１月３０日 令和８年新年賀詞交歓会において、受賞された設置者 
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及び設計者に対して表彰状を授与した。 

   ・文教施設協会会長賞（最優秀賞） １施設 

   ・文教施設協会賞（優秀賞）    ３施設 

   ・部門賞             ４施設 

 

１４．令和８年新年賀詞交歓会 

    開催日：令和８年 1 月３０日（金） 

    会 場：アルカディア市ヶ谷 ６階「阿蘇」（東京都千代田区九段北 4-2-25） 

    会 費：有料 

    参加者数：１３９名（そのうち招待者２９名） 

     なお、今年も優良学校施設表彰に係る受賞施設の伝達式を実施した。 

以上 


